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研究成果の概要（和文）：本研究は、その実施期間中に教育委員会制度が約60年ぶりに改革されたため、制度改革に資
する知見の提示や新制度の検討を中心に研究を進めることとなった。2013年度に研究代表者が中心となって実施した調
査では、教育行政権限の首長への一元化に反対する首長が多数を占めていることが明らかとなり、折りしも制度改革の
議論が進行中であったため、全国紙などで調査結果が取り上げられるなど、社会的にも注目された。また、制度改革が
決まってからは、新制度の論点と課題をとりまとめた一般向けの図書を研究代表者が編者となり公表した。その後、新
制度施行後の実態と自治体間の差異について考察を行い、研究成果を発表した。

研究成果の概要（英文）：This research examines the educational board reform in Japan in 2014. The major 
findings of the study are summarized as below.
(1)The questionnaire survey of mayors and superintendents in 2013 revealed that more than half of the 
mayors and almost all superintendents opposed the abolishment of the education board system. (2)Compared 
to 2004, mayor’s evaluations of the actual state of the education board were improved in 2013. 70% of 
the mayors highly evaluated the condition of the education board in their local government in 
2013.(3)This study examines arguments of the reform and the new system from a standpoint of the study of 
education policy. After the local education law revision, the conditions of the local education 
administration has been varied and widen the gap among local governments.
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１．研究開始当初の背景 
 1990 年代後半の地方分権改革以降，自治体
行政の「総合化」が進み，首長や議会の影響
力が増大している。こうした変化の中，教育
委員会制度の存在意義や役割が問われ続け
ている。 

1990 年代後半以降，政治学・行政学を中心
に教委制度の廃止・縮小論が提起されている
（新藤 2002 など）。これに対して，従来の教
育行政学は法制的な分析がほとんどであっ
たため，こうした問題に応えうる実証分析の
知見が不足していた。しかし近年になり，応
募者自身の研究や，小川（2010），堀・柳林
（2009）などの理論的・実証的研究が出てき
ている。これら最近の研究成果からは，教委
廃止・縮小論の根拠として指摘される教委制
度の弊害や逆機能に関して実証分析で確認
できない点が多く，教委廃止・縮小論の主張
には妥当性に欠ける部分が少なくないこと
が明らかとなった。 
 ただ，教委廃止・縮小論の主張に対する反
証が行われる一方で，教委制度のもたらす機
能や役割に関して、現在に至るまで実証分析
がほとんど行われていない。今後の教委制度
の在り方を考える上でも，制度が果たす機能
とそれが教育現場に与える影響を経験的に
検証することは，きわめて重要な課題である
といえる。 
 
２．研究の目的 
研究代表者はこれまで，教委制度の逆機能

や，制度が現在まで存続してきた要因（特に
政治的要因）について分析を行ってきた。本
課題は，現場の教育活動への影響を視野に入
れながら教委制度の意義と機能を実証的に
明らかにしようとする研究であり，これまで
科研費の交付を受けて取り組んできた研究
をさらに発展させることを意図している。 
 2000 年代に入ると，具体的な改革課題とし
て教委制度の廃止・縮小を求める動きが強ま
ってきた。そこでは，教委制度の弊害や逆機
能（行政の非効率化，縦割り行政の強化など）
が強く批判され，自治体教育行政を首長に一
元化すべきであるとの主張がなされた。その
後，教育行政学などで教委制度の実態に関す
る実証的研究が行われ，これまでの改革論議
において指摘されてきた教委制度の弊害や
逆機能は，必ずしも経験的な証拠を伴ってい
ないことが明らかとなった。 
 他方で教委制度の意義や機能に関しても、
教委制度の存在によって教育政策にどのよ
うな影響が生じているのかについて，実証分
析に基づく知見が得られているわけではな
い。また，学校をはじめとする教育現場への
影響についても分析は行われていない。 
 そこで本研究では，教委制度の存在意義が
鋭く問われるようになった地方分権改革以
降の時期を対象として，首長から独立した教
育委員会制度の存在が，自治体の教育政策に
いかなる効果を持っているのかを，データ分

析と事例分析により実証的に明らかにする
ことをその目的とする。以上の研究を通じて，
学術的・理論的な貢献を行うと同時に，今後
の教委制度の設計と教育政策形成の在り方
に資する知見と含意を提示する。 
 
３．研究の方法 
 本研究は、その実施期間中に教育委員会制
度が約 60 年ぶりに改革されることとなり、
現在の制度の機能を実証的に検証すること
になっていた当初の予定を若干変更し、制度
改革に資する知見を提示することや新制度
の検討を行うことを中心に研究を進めるこ
ととなった。第 1に、自治体の首長・教育長
に対する学術的な質問紙調査を行い、教委制
度の現状認識と制度改革に対する評価のデ
ータを体系的に収集した。第 2に、改革後の
新制度の論点と課題、および施行後初年度の
運用実態について、法制度の観点からの分析
および各種調査の結果から検討を行った。 
 
４．研究成果 
教育委員会制度に関する首長・教育長への

質問紙調査の実施・分析を中心に研究を行っ
た。研究の成果はおおむね次の通りである。
１）教育委員会制度の弊害や短所として指摘
される点の多くについて，首長・教育長とも
「そう思わない（「どちらかといえばそう思
わない」を含む（以下同じ））」が過半数を占
めた。２）「市町村教育委員会制度は制度の
趣旨に沿ってよく機能している」は，首長の
半数強，教育長の約３分の２が「そう思う」
と答えている。「貴自治体の教育委員会は制
度の趣旨に沿ってよく機能している」は，首
長の７割弱，教育長の８割強が「そう思う」
と答えていた。また，2004 年に首長に対して
実施した同種の設問に比べて，5 ポイント程
度「そう思う」との回答が増加しており，教
委の運用実態に改善の傾向がみられた。３）
今後の教育委員会制度の在り方に関して，制
度改革の選択肢についての賛否をそれぞれ
尋ねたところ，「合議制の執行機関としての
教委制度を維持しつつ制度的改善を図る」に
対しては，首長の 57.2％，教育長の 67.4％
が「賛成」，「教育委員会を諮問機関として，
教育長を教育行政の責任者とする」に対して
は，首長の 57.6％，教育長の 50.1％が「賛
成」であった。４）「現行の教育委員会制度
を廃止して，その事務を市町村長が行う」に
関しては，首長の 10.5％，教育長の 2.2％が
「賛成」と答えるにとどまり，首長の 58.4％，
教育長の 84.7％が「反対」と回答した。 
以上の結果は現実の教委制度改革の議論と
は異なっており，改革の方向性と首長・教育
長の認識や見解とは乖離があることが示唆
された。これらの調査結果は教委制度改革論
議において学界のみならずメディア等でも
多く言及されており，学術的・社会的両面に
おいて重要な基礎データとなった。 
さらに、2014 年 6 月に地方教育行政法が改



正されたことにともない、新制度に至る経緯
や論点、また実施後に予想される課題につい
て、研究成果で記載した論文・解説等で考察
を行った。新制度に関わる検討に加えて、今
回の教育委員会改革は地方教育行政制度だ
けでなく地方自治制度全般にも様々な課題
を投げかけるものであったことから、本研究
の視点から現在の地方自治制度にどのよう
な問題があるかについても研究を行い、その
成果を発表した。 
 加えて、社会への研究成果の還元として、
平成 27 年度からの新しい教育委員会制度の
概要とそれに至る経緯、また新制度の論点、
課題について、若手研究者に分担執筆を依頼
し、研究代表者が編者となって一般向けの書
物を刊行した。ここでは本研究の成果も活か
して、学術的知見を社会に発信することを意
図した。 
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